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五木地域森林整備実施計画

五木地域森林整備推進協定書（以下「協定書」という。）第５条に基づき、次のとお
り森林整備実施計画を定める。

１ 森林整備を行う森林の区域及び面積
(1) 区域

森林整備を行う森林の区域は、八代市坂本町、球磨郡五木村及び相良村の水源
林造成事業林、八代市坂本町及び球磨郡五木村、相良村及び山江村地域の民有林
並びに内谷国有林2081林班外の森林とし、別図（五木地域森林整備推進協定位置
図）に示す森林共同施業団地（以下「施業団地」という。）の区域とする。

(2) 面積等
施業団地の森林面積は20,183ha、うち本協定期間内における森林整備を行う森

林の面積（以下「森林整備面積」という。）及び路網整備延長は表１のとおりと
する。
ただし、民有林の森林経営計画の策定・変更、また、国有林の地域管理経営計

画の変更等により森林整備面積及び路網整備延長は変更できるものとする。その
場合、運営会議において、変更分について報告するものとする。

（表１）森林所有者別森林面積等

五木地域施業団地 森林面積 森林整備 路網整備延長(m) 備
面 積

所有形態別 （ha） (ha） 林道 森林作業道 考

総 数 ２０，１８３ ３，０４８ ９，０５０ ９９，６５０

九州森林管理局
熊本南部森林管理署 ５，３９１ １，６００ ５，４００ ４５，０００

森林整備センター
熊本水源林整備事務所 ３，７５４ ２９４ １５，４４０

住友林業(株)
日向山林事業所 ３１７ ６６ ６５０

九州横井林業(株)
４８９ ３４

王子木材緑化（株）
日向営業所 ３１２ ８２ ５，７６０

日本製紙（株）
１，０６８ ６９ １５０

五木村
１，５８９ ３０２ ６，３００

五木村森林組合
６，７９７ ５１６ ３，０００ ２７，０００

木城林産（株）
２６７ ５４

中国木材（株）
１９９ ３１



２ 森林整備の目標に関する事項
(1) 施業団地は、山地災害防止機能、水源涵養機能の発揮を重視する森林（水土保全
林）であることから、森林整備に当たっては、浸透・保水能力の高い森林土壌の維
持及び根系、下層植生の良好な発達が確保され、林木の成長が旺盛な森林に誘導す
るための森林整備を推進する。

(2) 具体的には、長伐期施業、複層林施業の推進、天然生広葉樹を保残するなどの適
正な伐採方法を採用し、林床の安定化を考慮した適切な間伐を計画的に実施する。

３ 森林施業の集約化に関する事項
(1) 民有林と国有林が連携して、施業地を集約化し、効率的かつ低コストな間伐の実
施に努める。

(2) 施業地が集約化できない場合であっても、間伐の実施時期等について協定者間で
調整を図り、集約化の効果が発揮できるように努める。

４ 森林施業の方法に関する事項
(1) 間伐等の実施方法
① 間伐は林分の健全化、林木の形質の向上等を図ることを目的として、林木の競
合状態等に応じて実施する。

② 間伐率については、現実実態に応じて決定する。
(2) 間伐材の搬出方法

間伐材の利用促進の観点から民有林と国有林が連携して利用可能な間伐材を低
コストで搬出できる現地に適合した、作業システムの検討及び導入を推進する。

５ 路網の整備及び管理に関する事項
(1) 協定者は、効率的な森林施業の推進、高性能林業機械を含む林業機械作業システ
ムの導入促進等のため、林道（林業専用道を含む。）及び森林作業道等施設（以下
「路網」という。）の計画的な整備に努める。

(2) 路網の整備は、原則として協定者がそれぞれの所有山林で実施することを基本と
し、整備後は適切な維持管理を行うものとする。

(3) 路網の整備に当たっては、林地保全に配慮して作設するものとし、協定者が一体
となって効率的な森林施業ができるよう、施業団地内を効率的に連絡する配置を検
討する。

(4) 路網の利用に当たっては、利用者はあらかじめ管理者に連絡するものとする。
(5) 協定者及び協定者が発注した事業の受注者が、協定者それぞれが設置する路網を
相互に利用する場合、通行料金は相互に無料とする。
ただし、他の者の通行を完全に遮断するなど路網を占有する場合はこの限りでは

ない。
(6) 協定者及び協定者が発注した事業の受注者が、協定者それぞれが所有する路網を
利用する場合、善良な利用を心がけ利用者が原因となる毀損等が発生した場合は、
原則として原因者が復旧することとする。
なお、自然災害による毀損等についてはこの限りでない。

(7) 協定者は、その責めに帰すべき事由により、立木竹、路網など協定締結相手方の
財産に損害を与えた場合であって、復旧が困難又は不可能な場合は、これに相当す
る金額を補償しなければならない。

６ 森林整備の年次計画
当該共同施業団地の森林整備の年次計画については、表２のとおりとする。



（表２）森林整備の年度次計画

所有形態 施業種 H30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 計

主伐(ha) 11 26 13 26 76
九州森林管理局

利用材積(m3) 4,000 8,900 4,300 9,800 27,000

熊本南部 間伐(ha) 193 468 336 288 239 1,524
森林管理署

利用材積(m3) 4,700 18,900 13,100 16,500 9,800 63,000
国有林

林道(m) 2,000 800 800 1,800 5,400

森林作業道(m) 4,000 2,100 21,900 11,000 6,000 45,000

主伐(ha) 28 8 15 37 88
森林整備

センター 利用材積(m3) 13,568 3,694 6,574 25,350 49,186

熊本水源林 間伐(ha) 21 36 40 91 18 206
整備事務所

利用材積(m3) 320 1,021 1,189 720 450 3,700

林道(m) 0

森林作業道(m) 3,260 3,630 1,650 3,100 3,800 15,440

間伐(ha) 14 16 16 12 8 66
住友林業

株式会社 利用材積(m3) 430 470 470 360 220 1,950

日向山林事業所 林道(m) 650 650

森林作業道(m) 0

主伐(ha) 9 5 7 5 5 31

九州横井林業 利用材積(m3) 3,240 1,800 2,080 1,800 1,800 10,720
株式会社

間伐(ha) 3 3

利用材積(m3) 170 170

林道(m)

森林作業道(m) 0

主伐(ha) 9 11 15 6 5 46

王子木材緑化 利用材積(m3) 2,200 3,000 3,350 1,800 1,500 11,850
株式会社

間伐(ha) 4 0 0 11 21 36
日向営業所

利用材積(m3) 400 0 0 700 2,200 3,300

林道(m) 0

森林作業道(m) 1,760 1,000 1,000 1,000 1,000 5,760



所有形態 施業種 H30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 計

主伐(ha) 7 9 10 6 32
日本製紙

株式会社 利用材積(m3) 1,161 2,800 3,000 2,000 8,961

間伐(ha) 8 17 12 37

利用材積(m3) 400 300 300 1,000

林道(m) 0

森林作業道(m) 150 150

主伐(ha) 49 48 32 129

五木村 利用材積(m3) 14,567 14,450 10,969 39,986

間伐(ha) 40 27 37 30 40 174

利用材積(m3) 4,300 2,523 3,500 3,000 1,280 14,603

林道(m) 0

森林作業道(m) 2,600 3,700 6,300

主伐(ha) 55 35 26 50 10 176

五木村森林組合 利用材積(m3) 17,100 14,000 8,345 20,000 4,000 63,445

間伐(ha) 70 80 70 70 50 340

利用材積(m3) 2,800 3,200 2,800 2,800 2,500 14,100

林道(m) 3,000 3,000

森林作業道(m) 5,000 5,000 6,000 6,000 5,000 27,000

主伐(ha) 3 10 10 31 54

木城林産 利用材積(m3) 1,200 4,000 4,000 13,856 23,056
株式会社

林道(m) 0

森林作業道(m) 0

間伐(ha) 11 10 10 31

中国木材 利用材積(m3) 800 800 800 2,400
株式会社

林道(m) 0

森林作業道(m) 0



７ その他
主間伐材の需要拡大と収益の確保に向け各協定者が連携し、木材の安定的な供給と

利用促進に努める。
当該森林共同施業団地内で自然災害等が発生した場合、協定者間で被災状況・復旧

計画等の情報共有を行い、協定者が協調して迅速に被災森林の復旧に着手できる体制
を強化する。また、得られた情報についてはできる限り迅速に周辺の地方公共団体等
へも提供する。


